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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両に搭載され、前記車両とレーンマーカの位置関係から、前記車両の車線逸脱と逸脱
している方向とを検出する車線逸脱検出部と、
　前記車線逸脱検出部の検出結果に基づいて、警報を出力すべきか否かを判断する警報出
力制御部と、
　前記車両が、ラウンドアバウトの環状路を走行していることを検出する、前記車両の現
在位置を検出する現在位置検出部と、道路属性情報を含む地図情報が予め記憶された地図
記憶部と、前記車両の現在位置を前記地図記憶部に照らし合わせて、前記車両の現在位置
の道路属性情報を取得する道路属性情報取得部と、を有するラウンドアバウト検出部と、
を備え、前記警報出力制御部は、前記ラウンドアバウト検出部にて前記車両がラウンドア
バウトの環状路を走行していることを検出した場合に警報を出力しないように制御するこ
とを特徴とする車両用周囲状況監視装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の車両用周囲状況監視装置であって、前記車両の後側方から接近する他
車両を検出する接近車両検出部をさらに備え、
　前記警報出力制御部は、前記ラウンドアバウト検出部によって、前記車両がラウンドア
バウトの環状路を走行していることを検出し、かつ前記接近車両検出部が、前記車線逸脱
検出部にて検出された逸脱している方向の車線で後側方から接近する他車両を検出した場
合に警報を出力するように制御することを特徴とする車両用周囲状況監視装置。
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【請求項３】
　前記車線逸脱検出部が、前記車両の進行方向前方を観測する前方監視カメラ、前記車両
の左右後側方を観測する後側方監視カメラ、または前記車両の後方を観測する後方監視カ
メラを備えるとともに、前記前方監視カメラ、前記後側方監視カメラ、または前記後方監
視カメラで撮像した画像の中から、レーンマーカの位置を検出するレーンマーカ検出部を
有し、
　前記車両がラウンドアバウトの環状路を走行しているときに、前記車線逸脱検出部が、
前記レーンマーカの位置の検出を複数回行い、検出された前記レーンマーカの位置の変化
に基づいて、前記車両の車線逸脱の発生と、前記車線逸脱の方向とを検出することを特徴
とする請求項１または２に記載の車両用周囲状況監視装置。
【請求項４】
　前記地図記憶部が、ラウンドアバウトの環状路の半径とラウンドアバウトの環状路の回
転方向との情報を有するとともに、前記車線逸脱検出部が、前記車両の速度と操舵角とを
測定する機能を有し、
　前記車両がラウンドアバウトの環状路を走行しているときに、前記車線逸脱検出部が、
前記車両の速度と、前記地図記憶部から読み出された前記ラウンドアバウトの環状路の半
径と回転方向とから、車線逸脱せずに前記ラウンドアバウトの環状路を走行できる操舵角
を算出し、算出された前記操舵角と実際の操舵角とを比較することによって、前記車両が
車線逸脱していることと、前記車線逸脱の方向とを検出することを特徴とする請求項１ま
たは２に記載の車両用周囲状況監視装置。
【請求項５】
　前記車両がラウンドアバウトの環状路を走行しているときに、前記車線逸脱検出部が、
前記車両の進行方向と、ラウンドアバウトの環状路を構成する道路リンクの方向との差に
基づいて、前記車両の車線逸脱の発生と、前記車線逸脱の方向とを検出することを特徴と
する請求項１または２に記載の車両用周囲状況監視装置。
【請求項６】
　前記地図記憶部が、ラウンドアバウトの環状路にレーンマーカが引かれているか否かの
情報を有し、
　前記車両がラウンドアバウトの環状路を走行しているときに、前記車線逸脱検出部が、
前記地図記憶部から、前記ラウンドアバウトの環状路にレーンマーカが引かれているか否
かの情報を読み出して、
　前記ラウンドアバウトの環状路にレーンマーカが引かれているときには、前記車線逸脱
検出部が、前記レーンマーカ検出部によって検出された前記レーンマーカの位置の変化に
基づいて、前記車両の車線逸脱の発生と、前記車線逸脱の方向とを検出し、
　前記ラウンドアバウトの環状路にレーンマーカが引かれていないときには、前記車線逸
脱検出部が、前記車両の速度と、操舵角と、前記ラウンドアバウトの環状路の半径と、前
記ラウンドアバウトの環状路の回転方向とに基づいて、または前記車両の進行方向と前記
ラウンドアバウトの環状路を構成する道路リンクの方向との差に基づいて、前記車両の車
線逸脱の発生と、前記車線逸脱の方向とを検出することを特徴とする請求項１または２に
記載の車両用周囲状況監視装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両に設置され、走行中の車線逸脱の発生や、車線逸脱時に後側方から接近
する車両の存在を検出して、その警報を行う車両用周囲状況監視装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、車両にカメラを設置し、進行方向のレーンマーカを観測した画像の中からレーン
マーカを抽出し、このレーンマーカの位置と車両の挙動に基づいて車線逸脱の可能性を判
断し、警報を出力する、ＬＤＷ（Lane Departure Warning：以下、車線逸脱警報システム
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と呼ぶ）に関する技術（特許文献１）や、運転者に対して死角になる、車両の後側方を撮
像した画像の中から接近車両を検出し、これを警報する、ＢＳＷ（Blind Spot Warning：
以下、後側方警報システムと呼ぶ）に関する技術（特許文献２）が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－９３６１号公報
【特許文献２】特開２００２－１０４１１２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　このような車線逸脱警報システムや後側方警報システムが搭載された車両においては、
運転者に不要な心配を与えないようにするため、不要な場面では警報が出力されないよう
に、警報を抑制できることが望ましい。
【０００５】
　一般に、車線逸脱警報システムは、運転者がウインカースイッチを操作しない状態で車
線を逸脱する恐れがあるときに警報を出力する構成になっており、運転者がウインカース
イッチを操作したとき、即ち、運転者が自らの意思で車線を逸脱したときには、車線逸脱
警報を出力しない構成になっている。
【０００６】
　また、一般に、後側方警報システムは、車線逸脱の意思を示すウインカースイッチの操
作がなされたとき、ウインカーを出した側の車線に接近車両が存在したときに、警報を出
力する構成になっている。即ち、運転者に車線逸脱の意思があるときのみ、後側方警報を
出力する構成になっている。
【０００７】
　ところで、欧米には、ラウンドアバウトと呼ばれる環状交差点がよく見られる。一般に
、ラウンドアバウトは、複数車線からなる環状路と、その最外周車線から環状路の外側に
向けて放射状に延びる複数の進入路、および退出路を有している。
【０００８】
　ラウンドアバウトには、特有の交通ルールが存在する。即ち、ラウンドアバウトの進入
路から環状路に進入した車両は、環状路を走行しながら、車線を逸脱して内周車線に移動
し、環状路を走行した後、目的の退出路の手前において、車線を逸脱して最外周車線に移
動し、退出路から退出する。
【０００９】
　従って、ラウンドアバウトの環状路を走行する車両は、一般に、車線の逸脱を頻繁に行
う必要がある。その際、ウインカースイッチ操作を行う余裕がない場合には、ウインカー
スイッチを操作せずに車線を逸脱するケースが多く発生する。
【００１０】
　そのため、先述した車線逸脱警報システムや後側方警報システムが搭載された車両でラ
ウンドアバウトの環状路を走行すると、ウインカースイッチを操作せずに車線を逸脱した
ときには、車線逸脱警報が出力されてしまう。
【００１１】
　また、ウインカースイッチを操作せずに車線を逸脱したときには、後方から車両が接近
しているときであっても、後側方警報が出力されない。
【００１２】
　即ち、本来警報を出力すべきでない状況で警報を出力したり、本来警報を出力しなけれ
ばならない状況で警報を出力しない状況が発生してしまう。
【００１３】
　従来提案されている警報システムの中に、このようなラウンドアバウトの環状路を走行
することを想定して、警報の出力を制御しているものはなかった。
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【００１４】
　本発明は上記事情に鑑みなされたもので、ラウンドアバウトの環状路を走行している車
両において、車両の周囲状況の検出結果に基づいて、不要な警報の出力を抑制するととも
に、警報が必要な場面では、警報を確実に出力することが可能な車両用周囲状況監視装置
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明に係る車両用周囲状況監視装置は、ラウンドアバウトの環状路を走行しているこ
とや、ラウンドアバウトの環状路で車線を逸脱したことを検出して、必要な警報を必要な
タイミングで出力するものである。
【００１６】
　即ち、本発明に係る車両用周囲状況監視装置は、車両に搭載され、車両とレーンマーカ
の位置関係から、車両の車線逸脱と逸脱している方向とを検出する車線逸脱検出部と、車
線逸脱検出部の検出結果に基づいて、警報を出力すべきか否かを判断する警報出力制御部
と、車両が、ラウンドアバウトの環状路を走行していることを検出する、車両の現在位置
を検出する現在位置検出部と、道路属性情報を含む地図情報が予め記憶された地図記憶部
と、車両の現在位置を地図記憶部に照らし合わせて、車両の現在位置の道路属性情報を取
得する道路属性情報取得部と、を有するラウンドアバウト検出部と、を備え、警報出力制
御部は、ラウンドアバウト検出部にて車両がラウンドアバウトの環状路を走行しているこ
とを検出した場合に警報を出力しないように制御することを特徴とする。　このように構
成された本発明に係る車両用周囲状況監視装置によれば、車線逸脱検出部を有する車両が
、ラウンドアバウト検出部によって、ラウンドアバウトの環状路を走行していることを検
出したとき、警報出力制御部の作用によって、車線逸脱検出部で検出された車線逸脱に対
する警報が、警報出力部から出力されるのを抑制するため、ラウンドアバウトの環状路を
走行中は不要な警報の出力を抑制することができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明に係る車両用周囲状況監視装置によれば、ラウンドアバウトの環状路を走行して
いる車両において、車線逸脱が発生した場合であっても、警報の出力を抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の実施形態１に係る車両用周囲状況監視装置１００の概略構成を示すブロ
ック図である。
【図２】（ａ）本発明の実施形態１を構成するカメラが設置された車両の左側面図である
。（ｂ）図２（ａ）の上面図である。
【図３】本発明の実施形態１の動作の流れを示すフローチャートである。
【図４】ラウンドアバウトの構造を示す図である。
【図５】（ａ）反時計回りのラウンドアバウトの環状路で車線逸脱したことを検出する方
法を示す図である。（ｂ）時計回りのラウンドアバウトの環状路で車線逸脱したことを検
出する方法を示す図である。
【図６】（ａ）本発明の実施形態１の変形例を構成するカメラが設置された車両の左側面
図である。（ｂ）図６（ａ）の上面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明に係る車両用周囲状況監視装置の実施形態について、図面を参照して説明
する。
【実施形態１】
【００２０】
　本実施形態は、ラウンドアバウトの環状路を走行中に、車線逸脱の発生や後側方の接近
車両の存在を伝える警報の出力を抑制するとともに、警報が必要な場面では、その警報を
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確実に出力することが可能な、車両用周囲状況監視装置１００に関するものである。
【００２１】
　本実施形態の説明を行う前に、まず、ラウンドアバウトについて説明する。
【００２２】
　ラウンドアバウトは、図４に示すように、複数車線からなる環状路１１０と、その最外
周車線から環状路１１０の外側に向けて放射状に延びる複数の進入路・退出路１２０を有
している。なお、ラウンドアバウトの環状路１１０には回転方向があり、図４の例では時
計回りになっている。さらに、ラウンドアバウトに信号はない。
【００２３】
　そのため、ラウンドアバウトには特有の交通ルールが存在する。即ち、進入路から環状
路１１０に進入する車両１は、一時停止して環状路１１０を走行している車両の存在を確
認した後、環状路１１０に進入する（図４のステップＨ）。その後、右後側方の安全確認
を行って車線を逸脱し、環状路１１０の内側の車線に移動する（図４のステップＩ）。そ
して環状路１１０を周回した後、退出路の手前で左後側方の安全確認を行って車線を逸脱
し、環状路１１０の最も外側の車線に移動する（図４のステップＪ）。そして、目的の退
出路から退出する（図４のステップＫ）。
【００２４】
　なお、反時計回りの環状路を有するラウンドアバウトでも、ルールは同じである。
【００２５】
　本実施形態は、このように、ラウンドアバウトの環状路を走行中に、警報の出力を制御
することが可能な車両用周囲状況監視装置１００に関する。
【００２６】
　図１は、本発明の実施形態１に係る車両用周囲状況監視装置１００の構成を示すブロッ
ク図を表す。
【００２７】
　本実施形態に係る車両用周囲状況監視装置１００は、車両１に設置され、車両１の車線
逸脱を検出する車線逸脱検出部１０と、車両１の左右後側方から車両１に接近している接
近車両を検出する接近車両検出部２０と、車線逸脱検出部１０、および接近車両検出部２
０の起動、終了を指示する起動・終了指示部３０と、車線逸脱検出部１０、および接近車
両検出部２０の検出結果に応じて車線を逸脱したこと、または接近車両があることを、視
覚的、または聴覚的な警報として出力する警報出力部５０と、車線逸脱検出部１０、およ
び接近車両検出部２０の検出結果に基づいて、警報出力部５０から警報出力を行うか否か
を判断する警報出力制御部４０と、車両１がラウンドアバウトの環状路を走行しているこ
とを検出するラウンドアバウト検出部６０とから構成される。
【００２８】
　ここで、車線逸脱検出部１０は、詳しくは、図２（ａ）、（ｂ）に示すように車両１の
ルームミラー部に設置され、走行している道路領域を含む車両１の前方領域α内を撮像し
て画像化する前方監視カメラ１２と、前方監視カメラ１２で撮像した画像の中から、道路
のレーンマーカを検出するレーンマーカ検出部１４とからなる。
【００２９】
　また、接近車両検出部２０は、詳しくは、図２（ａ）、（ｂ）に示すように車両１の左
ドアミラー部に設置され、車両１の左後側方領域β内を撮像して画像化する左後側方監視
カメラ２２と、車両１の右ドアミラー部に設置され、車両１の右後側方領域γ内を撮像し
て画像化する右後側方監視カメラ２４と、左後側方監視カメラ２２と右後側方監視カメラ
２４で撮像した画像の中から障害物となる接近車両を検出する障害物検出部２６からなる
。
【００３０】
　なお、車線逸脱検出部１０と接近車両検出部２０を構成するカメラは、図６（ａ）、（
ｂ）に示すように、車両１の後方ライセンスプレート付近に設置され、車両１の後側方領
域δ内を撮像して画像化する１台の後方監視カメラ２５によって構成してもよい。このと
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き、後方監視カメラ２５は、レーンマーカ検出部１４と障害物検出部２６の両方に接続さ
れる。また、後方監視カメラ２５には、車両１の左後側方部、もしくは右後側方部に存在
する接近車両を、ともに撮像できるよう、上述した左後側方監視カメラ２２、右後側方監
視カメラ２４に比べて画角の広いカメラが使用される。
【００３１】
　さらに、ラウンドアバウト検出部６０は、詳しくは、車両１の現在位置を検出する現在
位置検出部６２と、道路属性情報（道路種別や道路形態が数値で表現された情報）を含む
地図情報が記憶された地図記憶部６４と、現在位置の道路属性情報を取得する道路属性情
報取得部６６とからなる。なお、ラウンドアバウトの環状路を構成する道路リンクには、
ラウンドアバウトを構成することを示す道路属性情報が付与されているものとする。
【００３２】
　次に、本実施形態に係る車両用周囲状況監視装置１００の作用について、図３のフロー
チャートに基づいて説明する。
【００３３】
　図３のステップＳ２において、運転者の手元に置かれたスイッチ操作等によって、起動
・終了指示部３０から、車線逸脱検出部１０と接近車両検出部２０に対する起動指示が出
ていることが確認されると、ステップＳ３において、現在位置検出部６２の作用により、
車両１が走行している場所の緯度と経度が検出され、検出された緯度と経度に基づいて、
地図記憶部６４が参照され、車両１の現在位置が特定される。
【００３４】
　一方、ステップＳ２において、起動・終了指示部３０から、車線逸脱検出部１０と接近
車両検出部２０に対する起動指示が出ていないことが確認されると、再びステップＳ２に
戻る。
【００３５】
　ステップＳ３において車両１の現在位置が特定された後、ステップＳ４において、特定
された現在位置情報に基づいて、道路属性情報取得部６６の作用により、地図記憶部６４
に予め格納された道路属性情報のうち、特定された現在位置に対応する道路属性情報が読
み出されることによって、車両１が走行している道路の道路属性情報が算出される。
【００３６】
　次に、ステップＳ５において、車両１が、ラウンドアバウトの環状路にいるか否かが判
断される。この判断は、ステップＳ４で算出した道路属性情報が、ラウンドアバウトに該
当するか否かを判定することによって行われる。
【００３７】
　ステップＳ５において、車両１がラウンドアバウトの環状路にいると判断されたとき（
ステップＳ５がＹｅｓのとき）は、ステップＳ６に進み、警報出力制御部４０の作用によ
って、車線逸脱警報の出力が抑制される。
【００３８】
　なお、車線逸脱警報の出力を抑制するには、様々な方法があり、そのいずれを実施して
も構わない。
【００３９】
　即ち、車線逸脱検出部１０の検出結果を警報出力制御部４０に送信することを止めても
よいし、または警報出力制御部４０で受信した車線逸脱検出部１０の検出結果を無視して
もよい。
【００４０】
　一方、ステップＳ５において、車両１がラウンドアバウトの環状路にいないと判断され
たとき（ステップＳ５がＮｏのとき）は、ステップＳ２に戻る。このとき、車両１は、ラ
ウンドアバウトの環状路以外を走行しているものとして、車線逸脱警報の出力は続行され
る。
【００４１】
　次に、ステップＳ７において、車線逸脱検出部１０の作用により、車両１がラウンドア
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バウトの環状路で車線逸脱しているか否かを検出する。
【００４２】
　ここでは、車線逸脱検出部１０において、前方監視カメラ１２で撮像した、車両１の進
行方向前方の画像の中から、レーンマーカ検出部１４で、画像処理によってレーンマーカ
の位置を検出し、検出したレーンマーカの位置が、時間とともにどのように変化するかを
経時的に観測することによって、車線逸脱していることと、車線逸脱の方向を検出する。
この方法を車線逸脱検出方法Ａと呼ぶことにする。レーンマーカ検出部１４において、画
像処理でレーンマーカの位置を検出するには、例えば、特許文献１に記載された方法に従
えばよく、ここでは詳細説明は省略する。
【００４３】
　なお、このレーンマーカの位置の検出は、前方監視カメラ１２ではなく、左後側方監視
カメラ２２で撮像された画像と右後側方監視カメラ２４で撮像された画像を用いて行って
もよい。
【００４４】
　この場合は、車両１の後方のレーンマーカの位置を、２台のカメラで検出することにな
るが、この処理は、前方監視カメラ１２を用いてレーンマーカの位置を検出するのと同様
の画像処理手順によって行うことができる。そして、検出したレーンマーカの位置の変化
に基づいて、車線逸脱しているか否かと、その車線逸脱の方向を検出することができる。
【００４５】
　さらに、このレーンマーカの位置の検出は、図６の後方監視カメラ２５で撮像された画
像を用いて行うことも可能である。後方監視カメラ２５によってレーンマーカの位置の検
出を行うには、先述した、前方監視カメラ１２を用いてレーンマーカの位置を検出すると
きに用いた画像処理手順を適用すればよい。こうして、後方監視カメラ２５で撮像された
画像の中から検出された、レーンマーカの位置の変化に基づいて、車線逸脱しているか否
かと、その車線逸脱の方向を検出することができる。
【００４６】
　このようにして、車両１がラウンドアバウトの環状路を走行しているときに、車線逸脱
していることと、その車線逸脱の方向が検出されると、警報出力制御部４０の作用によっ
て、車線逸脱していない側の後側方の接近車両に対する警報の出力が抑制される。
【００４７】
　即ち、右側車線に車線逸脱していることが検出される（ステップＳ８がＹｅｓのとき）
と、左後側方の接近車両に対する警報の出力が抑制され（ステップＳ９）、ステップＳ１
１に進む。
【００４８】
　また、左側車線に車線逸脱していることが検出される（ステップＳ８がＮｏのとき）と
、右後側方の接近車両に対する警報の出力が抑制され（ステップＳ１０）、ステップＳ１
１に進む。
【００４９】
　なお、左右いずれかの後側方の接近車両に対する警報の出力を抑制するには様々な方法
があり、そのいずれを実施しても構わない。
【００５０】
　即ち、左後側方監視カメラ２２、または右後側方監視カメラ２４のうち、車線逸脱して
いない側の後側方監視カメラの動作を停止させて、車線逸脱していない側の接近車両の検
出を停止してもよいし、車線逸脱していない側の接近車両の検出結果を、接近車両検出部
２０から警報出力制御部４０に送信することを止めてもよいし、または警報出力制御部４
０で受信した接近車両検出部２０の検出結果のうち、車線逸脱していない側の接近車両の
検出結果を無視してもよい。
【００５１】
　次に、ステップＳ１１において、左後側方監視カメラ２２、および右後側方監視カメラ
２４で撮像した、車両１の後側方の画像のうち、車線逸脱していると判断された側の画像
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の中から、障害物検出部２６において、接近車両の検出が行われる。
【００５２】
　車両１の後側方を撮像した画像の中から接近車両を検出する画像処理手法については、
例えば特許文献２の中に開示されており、こうした公知の方法を利用すればよい。
【００５３】
　こうして、ステップＳ１１において、車線逸脱している側の後側方に接近車両が検出さ
れたときには、ステップＳ１２において、警報出力部５０から警報が出力され、ステップ
Ｓ２に戻る。
【００５４】
　なお、図６の構成を採ったときは、後方監視カメラ２５で撮像した画像の中から、接近
車両の検出を行う。接近車両の検出は、上述した左後側方監視カメラ２２、および右後側
方監視カメラ２４で撮像した画像の中から接近車両を検出する画像処理手法を適用して行
えばよい。
【００５５】
　そして、接近車両が検出されたときには、警報出力制御部４０の作用によって、車線逸
脱していない側の後側方の接近車両に対する警報が抑制される。
【００５６】
　警報の出力を抑制するには様々な方法があり、そのいずれを実施しても構わない。
【００５７】
　第１の方法は、後方監視カメラ２５で撮像された画像の中から、車線逸脱している側の
接近車両のみを検出する方法である。
【００５８】
　即ち、後方監視カメラ２５で撮像した画像は、車両１の左後側方と右後側方を広く撮像
しているため、画像処理によって接近車両の検出を行うと、左右両側の接近車両が検出さ
れる。
【００５９】
　従って、ステップＳ８において、左車線に逸脱していると判断されたときには、後方監
視カメラ２５で撮像された画像の中から、左車線側の接近車両のみを検出するように検出
領域を制限して、警報が必要な領域に存在する接近車両のみを検出する。また、ステップ
Ｓ８において、右車線に逸脱していると判断されたときには、後方監視カメラ２５で撮像
された画像の中から、右車線側の接近車両のみを検出するように検出領域を制限して、警
報が必要な領域に存在する接近車両のみを検出する。
【００６０】
　このように、接近車両の検出領域を制限することによって、画像処理を行う領域のサイ
ズが小さくなるため、処理速度が向上する。なお、接近車両が存在する可能性のある左右
の領域は、予め実験によって求めて障害物検出部２６に記憶しておき、検出された車線逸
脱の方向に応じて、逸脱している側に設定された、接近車両の検出領域の内部のみで、接
近車両の検出を行えばよい。
【００６１】
　さらに、車線逸脱していない側の後側方の接近車両に対する警報の出力を抑制する第２
の方法として、接近車両検出部２０において、全ての接近車両を検出した後、車線逸脱し
ていない側の接近車両の検出結果を警報出力制御部４０に送信することを止めてもよい。
【００６２】
　また、第３の方法として、接近車両検出部２０において、全ての接近車両を検出した後
、全ての検出結果を警報出力制御部４０に送信し、警報出力制御部４０にて、受信した検
出結果のうち、車線逸脱していない側の接近車両の検出結果を無視してもよい。
【００６３】
　警報出力部５０から出力された、接近車両を知らせる警報に気づいた運転者は、車線逸
脱を中止し、元の車線に戻る動作を行う。すると、ステップＳ７で車線逸脱が検出されず
、ステップＳ１４において警報の出力が停止する。
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【００６４】
　なお、上述した車線逸脱検出方法Ａによると、レーンマーカの位置に基づいて車線逸脱
を検出しているため、ラウンドアバウトの環状路に車線を識別するレーンマーカが引かれ
ていないときには適用することができない。
【００６５】
　そのため、以下の車線逸脱検出方法を適用してもよい。
【００６６】
　即ち、ラウンドアバウトの環状路のサイズ（半径）と車速から想定される車両１の操舵
角と、実際の操舵角とを比較して、ラウンドアバウトの環状路を走行しているときに車線
逸脱しているか否かと、その車線逸脱の方向を判断する方法を適用してもよい。この方法
を、車線逸脱検出方法Ｂと呼ぶことにする。
【００６７】
　一般に、半径の小さいカーブを高速で走行するときほど、車両の操舵角は大きくなる。
即ち、カーブの半径と車速がわかれば、操舵角を予測することが可能である。
【００６８】
　本実施形態では、予め、車線逸脱検出部１０の内部に、ラウンドアバウトの環状路の各
車線の半径と、その車線をある車速で走行したときの操舵角の大きさの関係を測定して、
結果を格納しておくものとする。その概念図を図５（ａ）、（ｂ）に示す。
【００６９】
　図５（ａ）は、反時計回りのラウンドアバウトの環状路の特定の車線を走行したときに
予想される、車速と操舵角の分布を概念的に示したものである。また、図５（ｂ）は、時
計回りのラウンドアバウトの環状路の特定の車線を走行したときに予想される、車速と操
舵角の分布を概念的に示したものである。
【００７０】
　一般に、ラウンドアバウトの環状路の特定の車線を走行したときに、車速と操舵角を同
時に、複数回計測してプロットすると、プロットされた点群は、一定の分布（以下、クラ
スターと称する）を形成する。
【００７１】
　図５（ａ）に示したクラスターａ、クラスターｂ、クラスターｃは、車両１で反時計回
りのラウンドアバウトの環状路の特定車線を走行したときに予想される、車速と操舵角の
分布状態を表しており、クラスターａはラウンドアバウトの環状路の半径が小さい場合、
クラスターｃはラウンドアバウトの環状路の半径が大きい場合を示している。
【００７２】
　また、図５（ｂ）に示したクラスターｄ、クラスターｅ、クラスターｆは、車両１で時
計回りのラウンドアバウトの環状路の特定車線を走行したときに予想される、車速と操舵
角の分布状態を表しており、クラスターｄはラウンドアバウトの環状路の半径が小さい場
合、クラスターｆはラウンドアバウトの環状路の半径が大きい場合を示している。これら
のクラスターａからクラスターｆのサイズと位置は、事前に計測を行って、車線逸脱検出
部１０に格納しておく。
【００７３】
　ラウンドアバウトの環状路を走行中に車線逸脱が発生すると、内側の車線に逸脱したと
きは、車線を逸脱せずに走行しているときに比べて操舵角がより一層大きくなるため、同
じ車速に対する操舵角の大きさをプロットすると、図５の分布図に対して、操舵角が大き
くなる方向にずれてプロットされる。このずれの大きさを検出して、ずれが所定値よりも
大きいときに内側の車線に逸脱をしたと判断することができる。
【００７４】
　一方、外側の車線に逸脱したときは、車線逸脱せずに走行しているときと比べて操舵角
がより小さくなる、もしくは、逆方向に操舵するため、同じ車速に対する操舵角の大きさ
をプロットすると、図５（ａ）、（ｂ）の分布図に対して操舵角が小さくなる方向、もし
くは、操舵方向が逆になる方向にずれてプロットされる。このずれの大きさを検出して、
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ずれが所定値よりも大きいときに、外側の車線に逸脱したと判断することができる。
【００７５】
　具体的には、ステップＳ５でラウンドアバウトの環状路を走行中であることが検出され
た後で、車線逸脱検出部１０において、車速と操舵角の計測を繰り返して行い、所定回数
の計測を行う毎に、車速と操舵角それぞれの移動平均を算出する。これは、突発的なノイ
ズによる誤検出を防ぐためである。
【００７６】
　次に、車線逸脱検出部１０において、移動平均の算出結果を、図５（ａ）、（ｂ）に相
当するグラフ上にプロットし、プロットされた点の位置と、予め車線逸脱検出部１０に格
納しておいた、現在走行中のラウンドアバウトの環状路の半径と環状路の回転方向とから
想定される、車速と操舵角の関係を示すクラスターの位置とを比較して、プロットされた
点の位置が、想定されるクラスター内部に収まっていたら車線逸脱していないと判断し、
プロットされた点の位置が想定されるクラスターに対して、操舵角が大きくなる方向に、
所定値以上ずれていたら、内側の車線に逸脱したものと判断する。また、プロットされた
点の位置が想定されるクラスターに対して、操舵角が小さくなる方向に所定値以上ずれて
いたら、外側の車線に逸脱したものと判断する。
【００７７】
　ここで、ラウンドアバウトの環状路の回転方向と半径は、予め地図記憶部６４に格納し
ておき、ステップＳ４において、道路属性情報取得部６６によって読み出される。
【００７８】
　なお、ラウンドアバウトの環状路を走行しているときの車線逸脱を検出する方法として
、地図記憶部６４に格納された、ラウンドアバウトの環状路１１０を構成する道路リンク
の方向と、実際の車両１の進行方向とを、車線逸脱検出部１０において比較することによ
り、ラウンドアバウトの環状路を走行しているときに車線逸脱しているか否かと、その車
線逸脱の方向を判断する方法を適用してもよい。この方法を、車線逸脱検出方法Ｃと呼ぶ
ことにする。以下、車線逸脱検出方法Ｃについて説明する。
【００７９】
　車両１の実際の進行方向は、現在位置検出部６２において、車両１の進行方向を常時モ
ニタするジャイロセンサや車速センサの出力から求められる。
【００８０】
　通常のカーナビゲーションシステムでは、ジャイロセンサや車速センサで求められた車
両１の進行方向と、ＧＰＳ信号によって求められた現在位置とが、現在位置検出部６２に
含まれるマップマッチング機能によって、地図記憶部６４に格納された道路リンク上にマ
ップマッチングされ、地図上の現在位置が特定される。
【００８１】
　このジャイロセンサや車速センサで計測された、マップマッチングを行う前の車両１の
進行方向を、マップマッチング後の現在位置に対応する道路リンクの方向と比較すること
によって、道路リンクの方向に対する車両１の方向のずれを算出し、このずれが所定値よ
りも大きいときは、車線逸脱していると判断し、さらに、前記ずれの符号に基づいて、車
線逸脱の方向を判断することができる。
【００８２】
　ここで、ラウンドアバウトの環状路を走行しているときに、レーンマーカの位置をカメ
ラで検出して車線逸脱を検出する方法は、ラウンドアバウトの環状路にレーンマーカが引
かれているときにのみ適用可能な方法であるため、地図記憶部６４の中に、ラウンドアバ
ウトの環状路におけるレーンマーカの有無に関する情報を予め格納しておき、現在走行中
のラウンドアバウトの環状路にレーンマーカが引かれているときには、車線逸脱検出方法
Ａを実行し、レーンマーカが引かれていないときには、車線逸脱検出方法Ｂ、または車線
逸脱検出方法Ｃを適用するようにして、車線逸脱の検出を行うこともできる。
【００８３】
　もしくは、ラウンドアバウトの環状路を走行しているときに、最初に、レーンマーカ検
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出部１４においてレーンマーカの検出を行い、レーンマーカが検出できたら車線逸脱検出
方法Ａを実行し、レーンマーカが検出できないときには、車線逸脱検出方法Ｂ、または車
線逸脱検出方法Ｃを適用するようにして、車線逸脱の検出を行うこともできる。
【００８４】
　このように構成された実施形態１に係る車両用周囲状況監視装置１００によれば、ラウ
ンドアバウト検出部６０によって、車両１がラウンドアバウトの環状路を走行しているこ
とが検出されたときには、車線逸脱検出部１０によって車線逸脱したことが検出されても
、警報出力制御部４０が、警報出力部５０から車線逸脱警報が出力されるのを抑制すると
ともに、車線逸脱していない方向に接近車両検出部２０によって接近車両が検出されても
、警報出力制御部４０が、警報出力部５０から後側方警報が出力されるのを抑制する構成
としたため、ラウンドアバウトの環状路を走行している車両１において、車線逸脱の発生
や接近車両の有無について、不要な警報の出力を抑制するとともに、警報が必要な場面で
は、警報を確実に出力することができるようになる。
【００８５】
　なお、本実施形態では、車両１が車線を逸脱したことを検出して後側方警報の制御を行
ったが、これは、車線を逸脱する前に、車線を逸脱する可能性が高いことを検出して行っ
てもよい。
【００８６】
　即ち、車線逸脱検出方法Ａにおいては、車線逸脱検出部１０では、道路領域を撮像した
画像の中からレーンマーカの位置を検出し、検出したレーンマーカの位置の時間変化に基
づいて車線を逸脱していることを検出したが、画像の中のレーンマーカの位置の時間変化
を観測し、レーンマーカの位置が、車線を逸脱したときに観測されるレーンマーカの位置
に近づいていると予測できるときには、車線を逸脱する可能性があると判断することがで
きる。そして、車線を逸脱する可能性が高いことと、車線を逸脱する可能性のある方向が
特定されたときは、図３のステップＳ９、またはステップＳ１０において、後側方警報の
抑制を行うことができる。
【００８７】
　さらに、車線逸脱検出方法Ｂを実施したときは、ラウンドアバウトの環状路１１０を走
行中に観測された車速と操舵角をプロットした点の位置が、時間とともに、想定されるク
ラスターに対して、操舵角が大きくなる方向、もしくは、小さくなる方向に、所定値以上
ずれる可能性があると予測されるときには、車線を逸脱する可能性があると判断すること
ができる。
【００８８】
　また、車線逸脱検出方法Ｃを実施したときは、ラウンドアバウトの環状路１１０を構成
する道路リンクの方向と実際の車両１の進行方向との差を、車線逸脱検出部１０において
比較して、道路リンクの方向と実際の車両１の進行方向とが、時間とともに、所定値以上
ずれる可能性があると予測されたときには、車線を逸脱する可能性があると判断すること
ができる。
【００８９】
　また、本実施形態では、車線逸脱警報システムと、後側方警報システムが、ともに車両
１に搭載された場合について説明したが、これらのシステムが、それぞれ単独で車両１に
搭載された場合であっても、警報の対象は制限される（車線逸脱警報システムが単独で搭
載されたときは、車線逸脱警報のみが出力され、後側方警報システムが単独で搭載された
ときは、後側方警報のみが出力される）が、同様の効果を有する車両用周囲状況監視装置
を実現することができるのは言うまでもない。
【００９０】
　即ち、車線逸脱警報システムが単独で車両１に搭載され、図２の形態でカメラが設置さ
れたときは、図１において、接近車両検出部２０を削除した構成によって実現することが
できる。この場合、左後側方監視カメラ２２と右後側方監視カメラ２４は不要となり、車
両１に設置されるカメラは、前方監視カメラ１２のみとなる。また、図６の形態でカメラ
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が設置された場合は、図１の前方監視カメラ１２が、後方監視カメラ２５に置き換わると
ともに、接近車両検出部２０が削除された構成となる。
【００９１】
　また、後側方警報システムが、単独で車両１に搭載されたときは、図２の形態でカメラ
が設置された場合は、図１と同じ構成によって実現することができるし、左後側方監視カ
メラ２２と右後側方監視カメラ２４が、前方監視カメラ１２を代用することによっても実
現できる。即ち、図１において、車線逸脱検出部１０を構成する前方監視カメラ１２が削
除され、左後側方監視カメラ２２と右後側方監視カメラ２４が、障害物検出部２６に接続
されるとともに、レーンマーカ検出部１４にも接続される構成によっても実現することが
できる。また、図６の形態でカメラが設置されたときは、図１の前方監視カメラ１２、左
後側方監視カメラ２２、右後側方監視カメラ２４が削除され、後方監視カメラ２５が、レ
ーンマーカ検出部１４と障害物検出部２６に接続された構成となる。
【００９２】
　ここで、実施形態１において、前方監視カメラ１２、左後側方監視カメラ２２、右後側
方監視カメラ２４、後方監視カメラ２５の設置位置は、図２、図６に図示した場所に限る
必要はなく、監視領域を規定する設計要件に照らして、適切な場所に設置すればよい。
【００９３】
　なお、図６のように、１台の後方監視カメラ２５のみからなる構成を採ることによって
、１台のカメラのみで後側方警報システムに用いる画像を撮像することができるため、シ
ステムのコスト低減が図れる。
【００９４】
　さらに、後方監視カメラ２５は、車両１の後退時に、車両１の後方の映像を運転者に提
示し、円滑な後退動作を支援するために用いる、所謂バックビューモニタシステムの撮像
部としても利用することができるため、システムの共用化を図ることができ、システムの
簡素化やコスト低減の効果を有する。
【００９５】
　また、後方監視カメラ２５は、車両１の後方のレーンマーカを撮像することができるた
め、前方監視カメラ１２の代用とすることも可能である。即ち、後方監視カメラ２５を１
台設置するだけで、車線逸脱警報システムと後側方警報システムの画像入力部を構成する
ことができ、これにより、システムの更なる簡素化やコスト低減が可能である。
【００９６】
　なお、図２や図６の構成以外に、前方監視カメラ１２、左後側方監視カメラ２２、右後
側方監視カメラ２４、後方監視カメラ２５の４台のカメラを設置して、車線逸脱警報シス
テムと後側方警報システムを構成してもよい。
【００９７】
　特に、車両の周囲に存在する死角領域の画像を撮像し、撮像された画像を見やすく変形
して運転者に提示する車両周囲モニタシステムが設置された車両にあっては、車両に、既
に複数のカメラが設置されているため、それらのカメラを車線逸脱警報システムと後側方
警報システムの画像入力の用途に流用してもよい。
【符号の説明】
【００９８】
１００　車両用周囲状況監視装置
１０　車線逸脱検出部
１２　前方監視カメラ
１４　レーンマーカ検出部
２０　接近車両検出部
２２　左後側方監視カメラ
２４　右後側方監視カメラ
２６　障害物検出部
３０　起動・終了指示部　
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４０　警報出力制御部
５０　警報出力部
６０　ラウンドアバウト検出部
６２　現在位置検出部
６４　地図記憶部
６６　道路属性情報取得部

【図１】
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